












要  約:今後の市町村移謙に伴う母子保健事業における食生活支援体制について、明確に

していくことが目的である。昨年度実施した妊産婦に対する食生活支援体制の研究成果を

基に今回、助産婦が在籍する保健所の助産婦、栄養士、保健婦を対象に保健所内の専門職

種間の連携休制、保健所と地域内施設との連携体制について実態調査を行った。その結果、

助産婦、保健婦でも母子保健関連のどの事業においても食生活指導に直面し、指導上で困

った経験を持っている。特に特殊な事例によっては、助産婦、栄養士、保健婦の多くが食

生活指導上で多職腫間の連携体制を望んでおり、実際でも同職種間の連携、異職種間の連

携体制がとられていた。また保健所内の連携をもとに地域内の施設との連携体制もとられ

ていた。今回の結果は、助産婦の存在や母子保健事業の体制の影響が大きい様に思われた。

また助産婦、栄養士は共に小数職種である為の共通点を伺うこともできた。これらの連携

体制はどのような方法と内容なのか、住民にとって満足できる、適切な対応であるのか、

また連携体制がとれているのは全国でどの位の割合なのか、さらに充実した連携体制のあ

り方について今後検討すべき課題を得た。


